自治労が初の消費生活相談員交流会議を開く－10/10

地方消費者行政の充実のために非常勤職員を中心とする消費者相談員の報酬や人材育成などにかかる財政措置が拡充されたことから、これらの財政措置を活かした消費生活相談員の処遇改善と組合づくりにむけて、自治労は10月10日11時から、全国交流会議を開催した。

この交流会議は、同日午後に行われた「臨時・非常勤等職員の均等待遇と雇用安定を求める決起集会」の前段に緊急に開かれたもの。21人の相談員、その他の参加者を含めて約60人が参加した。会議は、金森臨時・非常勤等職員全国協議会議長のあいさつの後、密田総合公共民間局組織拡大局長が消費者行政をめぐる動向と自治労の取り組みについて報告し、その後、参加した相談員全員がそれぞれの現状と組合の取り組みなどについて報告した。

相談員は、10都道府県14職場からの参加があり、うち1人は自治労未加入で、最近、組合が結成されたり、組合加入したばかりの参加者もあり、二つの自治体に勤務する相談員もいた。3職場が消費者協会への指定管理や委託、1職場はＮＰＯへの委託、その他は自治体の非常勤職員。

報告では、自分の自治体では国の財政措置が報酬改善の予算には回っていない。代休も消化できず仕事量に見合った報酬とは思えない。雇い止めがあり、毎年、新人教育をするのは効率的ではないなどの処遇の問題点が浮き彫りになった。また、年収130万円に届かない者から日給1.6万円に達する者まで、賃金水準や労働条件に自治体によって大きく開きがあることも明らかとなった。会議に参加して各地の状況がわかり勉強になった。今後も、こうした会議を開催して欲しいとの要望があり、この会議の結果を受けて今後検討していくと本部が答えて、会議を終了した。
